
48　分子科学研究所の概要

2-10-3　多国間国際共同研究の推進
分子科学研究所は設立当初から分子科学分野における日本の代表研究機関として多くの国際共同研究を推進してき

た。今迄に日英，日米「光合成による太陽エネルギー転換」，日韓，日中，日・イスラエル，日・チェコ，日米（ロチェ

スター大学），日・インド（学術振興会）等の共同研究を実施してきている。日本全体の分子科学分野の世話役として

研究者の交流や合同討論会の開催等で多くの成果を挙げる事が出来たのではないかと思う。上述の中のいくつかは前

節で述べられている通り，現在も活発に推進されている。しかし，これらの共同研究は全て二国間共同研究であり，分

子科学研究所及び研究そのものの一層の国際化に十分対処出来なくなってきている。分子研では既に，平成６年実施

の将来計画検討において国籍を限らない多国間にまたがる国際共同研究を推進できる様にすべきであるという提言を

行い概算要求を行っている（分子研リポート’９４～’９８参照）。

残念ながらこの計画は未だ認められるに至っていない。ここで繰返し，その重要性を説いておきたい。先ず第一点

は，言うまでもない事であるが，国際共同研究のグローバル化が一層進んでいるという事である。国籍を越えた科学

者の流れは今や日常茶飯事であり，しかも研究グループの多国籍化が常識とさえなってきている。外国国籍の大学院

学生や博士研究員が多くいるのは最早アメリカだけではない。こういう状況の下では国籍を限った二国間共同研究が

有効に働かないのは明らかである。第二点は，共同研究において“日本の分子科学研究所”かつ“世界の拠点”とし

てその国際性及び主導性を自ら発揮出来る体制を構築していかなくてはならないという事である。分子研には既に，

色々な形で外国人研究員が常時多数滞在して研究に従事しているが，実際にはそれに倍した所内及び国外からの共同

及び協力研究実施の希望が殺到している。また，分子研には極端紫外光実験施設や電子計算機センター等世界に類の

ない分子科学専用の大型研究施設があり，これらを有効に活用した国際共同研究，特にアジアの基礎科学を支援する

為の共同研究をもっと推進していかなくてはならない。最後に，研究というものの本質に根差す計画性・偶然性・セ

レンディピティ（発見・発案能力）を支え，具体的課題毎に２～３年の計画性を持ちうると同時に柔軟に臨機応変に

対応出来る体制が必要である。

以上の考えの基に我々は「光分子科学」，「物質分子科学」，「化学反応ダイナミックス」の分子科学３大分野に亘る

国際研究推進計画を概算要求し推進しようとしている（「５．将来計画及び運営方針」のp. 287「国際共同研究拠点形成

に向けての方策」を参照）。


